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１ 施策の内容

【取組の概要】 【めざす姿】

２ 施策の進捗状況と評価

<<これまでの成果>>

３ 施策の成果指標の進捗状況
基準年 H28 H29 H30 H31 H32

目標値① 0人 0人 0人 0人 0人

②／① 100% 100%

施策評価調書〔途中評価（平成30年度実施）〕

長崎県総合計画における位置付け 作 成 年 月 日 平成30年10月26日 長崎県総合計画記載ページ

将 来 像 安心快適な暮らし広がる長崎県 施 策 主 管 所 属 危機管理監危機管理課

基 本 戦 略 名 快適で安全・安心な暮らしをつくる 課 （ 室 ） 長 名 課長　近藤　和彦

進捗状況の分析

施 策 名 災害に強く、命を守る県土強靭化の推進
施 策 関 係 所 属
（ 部局名課名 ）

危機管理監消防保安室、
総務部管財課、
土木部砂防課　建築課

自然災害や危機事象から県民の生命、身体、財産を守るため、ハード・ソフトの両面から、
総合的な防災・減災対策に取り組みます。

事前の防災・減災対策により、いかなる災害等が発生しようとも、人命などが守られている。

施策の進捗状況の評価

　■Ａ：順調　　□Ｂ：やや遅れている　　□Ｃ：遅れている

●県民の防災意識向上のため、テレビ、ラジオ、全世帯広報誌による広報活動のほか、防災推進員増加のための養成講座の開催回数を、平成28年度までの2回
から、平成29年度以降3回に増やすなど地域防災力の向上に努めている。
●事業群の数値目標のうち、防災拠点の中核となる「新県庁舎の整備スケジュールに基づく整備・移転」は計画どおり平成30年1月に移転を完了し、原子力防
災対策にかかる「避難対象全住民中、避難先の確保率」は平成28年度に目標を達成しており、学校等の公共建築物の耐震化が進むなど他の項目についても順
調に推移している。

●「防災訓練等の実施回数」については、熊本地震の影響により「総合防災訓練」を取りやめたため、平成28年度は達成できておらず、緊急参集等他の訓練
を実施すべきであったが、年間スケジュールの関係上開催できなかった。なお、平成29年度は計画どおり実施している。
●「県内の消防団員数」については、人口減少などの要因から全国的に減少傾向にあり、その減少率は全国1.1%に対し、本県は1.0%となっている。

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

風水害・地震などによる
死者数

0人
（H32年度）

　本県内においては、大きな自然災害が発生せず、計画期間中の自然災害での死者数ゼロとなっ
ているが、全国では大規模な災害が頻発しており、日常からの有事即応体制整備のための各防災
訓練等を通じた関係機関との連携のほか、ハード・ソフト両面から防災対策を進める。

実績値②
0人

（H26年度）
0人 0人

進捗状況

順調



４　新たな課題や社会情勢の変化等 ５　課題を踏まえた今後の対応方針

６ 施策を推進する事業群の状況
事業群①「総合的な防災、危機管理体制の構築」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業群評価調書９－(４)－①　参照
事業群②「各種災害の規模を想定した防災訓練、有事発生時の対応訓練の実施」　　　　　　事業群評価調書９－(４)－②③　参照
事業群③「原子力防災対策の推進、広域避難対策の推進」　　　　　　　　　　　　　　　　事業群評価調書９－(４)－②③　参照
事業群④「消防団を中核とした地域防災力の充実強化」　　　　　　　　　　　　　　　　　事業群評価調書９－(４)－④　参照
事業群⑤「地震、大雨、台風、高潮などの自然災害に備えた施設整備など防災対策の推進」　事業群評価調書９－(４)－⑤（①②③）　参照
事業群⑥「住宅、建築物の耐震化の推進」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業群評価調書９－(４)－⑥　参照
事業群⑦「県庁舎の整備」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業群評価調書９－(４)－⑦　参照

●東日本大震災から7年経過し、当時の記憶が薄れる中、平成28年の熊本地震や平成29年の九州北部豪雨や本年
4月の大分県中津市での土砂災害などの自然災害が発生しており、各種災害の未然防止、発災時や発災後の対応
などの防災対策が求められている。

●人口減少などの要因により、引き続き消防団員が減少している中、機能別団員として、新たに大規模災害時
に限り出動する「大規模災害団員」の活用が示された。

●災害時の即応体制整備のための、各種防災訓練を継続して実施し関係機関との連携を深めるとともに、地域防
災力向上のための防災推進員養成と自主防災組織率の向上に努める。

●発生事象に即した施設整備を進めるとともに、土砂災害計画区域等の指定完了後の速やかなハザードマップの
作成を促すなど避難対策の推進を図る。

●「消防団応援の店」の登録や「消防団協力事業所」の認定推進の取り組みを強化するとともに、消防団活動に
おいて、特定の役割に参加する「機能別団員」の導入を推進するなど、消防団員の確保に取り組む。


